


平成９年実績の一般廃棄物処理事業実態に基

づき12)，対象廃棄物として『木・竹・わら』の項

を位置づけ，組成率より重量単位に換算し算出

した．また，産業廃棄物と同様に『紙』を対象

外とした．

平成10年実績の森林・林業統計13)に基づき，

間伐材の未利用分(W)を次式より算出した．

W(t)＝(間伐材の未利用立木材積)×0.6536×0.5

ここに，

係数0.6536：立木材積から素材材積への

換算比

係数0.5：素材の密度(t/m3)

なお，素材換算比は平成9年実績の資料14)を参

考にして求めた．

調査の対象を松阪市89件，飯南町50件，飯高

町16件，多気町3件，大台町7件，勢和村10件，

および宮川村13件，計188件の製材工場とした．

国の調査報告書など15)-17)を参考にして， アン

ケートの設問概要を以下に示す内容とした．

(a) 素材量とその種類

(b) 残端材の発生量と形態

(c) 現在の処理状況

(d) 残端材処理に対する今後の意向

なお，集計の際に必要となる数値換算の条件

を，表１および表２に示す．また，見掛けの密

度値を使用するにあたってトラック容量を2t車

では10m3，4t車では25m3，10t車では58m3と

規定した．
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進んだ輸送用機械・電気機械工業が発達し，

交通の便が良いこと．

(b) 基盤技術による材料設計は，森林生態系の

物質循環をモデルとするため，カスケード利

用を基本概念とし，現行の木材工業から合成

化学工業へ素材流通ルートを連結させること．

(c) 対象資源はLC物質であり，維管束植物（木

本類，草本類）を起源として原材料から残廃

棄製品に至るまで総括できる．すなわち，リグ

ニンとセルロースを構成成分とする複合体で

あれば，基盤技術の適用による展望が容易で

あること．

ところで，川上側，つまり木材流通の源流域

において注目すべき動向として松阪地域木材コ

ンビナート構想がある．これは，従来の木材工

業団地の問題点を同構想のスケールメリットに

より克服を期待した取り組みで，県内だけでな

く全国的に注目される．木材加工流通の総合拠

点として，通常製材品から高次加工製品，低位

資源および副産物までの高度活用を目的とする．

本県は，全体の基本設計を平成9年に策定した．

平成12年度には用地造成の完了と年間3万m3の

原木消費量をもつ製材工場の稼働を，平成13年

4月には原木市場のオープンを，そして平成15

年度末には全施設の操業を予定している．また，

オガ屑発電の取り組みが断念されたとは言え，

本県における同事例実績の多くが松阪地域であ

ることは興味深い．7)-10)

以上を背景とし， 今回は検証の初期段階にあ

たる活動展開として①県内の潜在LC資源量の統

計調査，②松阪地域における残端材のアンケー

ト調査，の2点を行った．

平成9年度の調査報告書11)に基づき，平成8年

実績の統計値より排出量（総発生量から有償物

量を減じた量）を集計した．対象廃棄物の項目

を『木くず』とし，『紙くず』をLC資源の位置

づけから，今回は除外した．








